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まえがき 

 

この講演録（講演資料編）は、「都区財政調整制度について」と題して、令和４年７

月１９日から９月１４日にかけて、３回にわたり、志賀德壽特別区長会事務局参与を

講師として行われた、特別区長会事務局講演会の内容をもとに作成したものです。 

 都区財政調整制度は、東京大都市地域において、広域自治体である東京都と基礎自

治体である特別区の特別な役割分担により展開される都区制度を財政面で支える大

きな仕組みであり、市の領域の事務の一部を都が担うことに伴う都区間の役割分担に

応じた財源配分を行うとともに、特別区間の財源の均衡を図る機能を果たしているも

のです。 

 かつて東京都が広域の自治体としての性格と特別区の区域における基礎的な地方

公共団体としての性格を兼ねるものとされ、特別区が東京都の内部的団体と位置付け

られていた時代には、都区財政調整制度は、その象徴的な仕組みであるとされていま

した。 

 しかし、特別区を基礎的な地方公共団体に位置付け、東京都を広域の地方公共団体

に純化することで、都区制度を東京大都市地域における二層制の自治制度として確立

した平成１２年改革によって、都区間の役割分担と財源配分の原則が定められ、都区

財政調整制度の位置付けは、独立対等関係に立つ都区間の財政調整制度として大きく

転換することとなりました。 

 しかしながら、制度改革から２３年余を数える今日においても、いまだに制度改革

時に解決すべきであった「都区の役割分担を踏まえた財源配分」の課題が未解決のま

ま残されていることをはじめ、都区財政調整制度の運用を巡っては多くの課題を抱え

ています。 

 これからの特別区と都区関係のあり方は、都区財政調整制度のあり方抜きに考える

ことはできません。 

 この講演録（講演資料編）が、都区財政調整制度の存在意義、制度のあらまし、制

度をめぐる主な経緯と課題等を踏まえつつ、特別区の今後のあり方を考える上での参

考となれば幸いです。 

 なお、本冊子は、講演録（講演録編）に沿って参照できるよう、別冊としました。

講演録編と合わせてご利用ください。 

 

 

令和５年１２月 

 

                                  特別区長会事務局 
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令和4年7月19日～9月14日 特別区長会事務局講演会レジュメ 
 

都区財政調整制度について 

特別区長会事務局参与 志 賀 德 壽 

 
Ⅰ 財政調整制度とは（Ｐ２） 

Ⅱ 都区財政調整制度のあらまし（Ｐ４） 

１ 都区財政調整制度の意義（Ｐ４） 

２ 都区財政調整の目的（Ｐ５） 

３ 特別区財政調整交付金の性格（Ｐ５） 

４ 都区間の協議（Ｐ６） 

５ 交付金の総額（Ｐ７） 

６ 交付金の種類（Ｐ７） 

(1) 普通交付金（Ｐ７） 

(2) 特別交付金（Ｐ７） 

７ 普通交付金の算定（Ｐ８） 

(1) 算定の考え方（Ｐ８） 

   (2) 算定方法（Ｐ８） 

   (3) 基準財政需要額の算定（Ｐ８） 

ア 経費の種類（Ｐ８） 

イ 算定方法（Ｐ８） 

(4) 基準財政収入額の算定（Ｐ１０） 

Ⅲ 都区財政調整制度をめぐる主な経緯と課題（Ｐ１１） 

１ 平成12年都区制度改革（Ｐ１１） 

２ 都区財政調整関係協議の経緯（Ｐ１２） 

３ 都区間財源配分（Ｐ１２） 

４ 特別区間配分（Ｐ１８） 

５ 特別区財政調整交付金の算定状況（Ｐ１８） 

６ 都区財政調整協議の実際（Ｐ２０） 

７ 都区財政調整制度をめぐる議論（Ｐ２１） 

(1) 都区財政調整制度の課題（Ｐ２１） 

   (2) 特別区制度調査会での検討（Ｐ２１） 

   (3) 地方制度調査会での検討（Ｐ２１） 

※都区間の税配分の特例と都区財政調整制度の概要（Ｐ２２） 
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Ⅰ 財政調整制度とは 
 

 

○ 地方自治の理念からいえば、すべての地方団体がその住民の福祉を守り、向上させる

ための公共需要はその団体が自らの意思で調達できる収入、すなわち地方税その他の自

主財源によって満たされることがのぞましい。 

しかし、経済が発展し産業構造が高度化するにつれて、人口や経済活動が特定の地域

に集中し、地域間の経済力の格差が拡大するため、地方団体によってその公共需要を充

足して余りある収入を得られるものがでてくる反面、いかに税率を引き上げてもその公

共需要を賄うに足るだけの税収入をあげることができない団体がでてくる。 

○ このような状態を放置する場合は、地域によって住民の税負担等に著しい軽重の差を

生じ、また、行政サービスの水準に著しい高低の差をもたらすこととなる。 

  しかし、近代的な地方自治制度の下においては、すべての国民が、地方団体の住民と

して、一定の負担の下で全国的見地に立って定められる一定の水準の行政サービスの恩

恵に浴することができるよう保障されなければならない。 

  地方団体間に財政力の格差がある場合において、各地方団体の財政需要と財政収入の

過不足を解消ないし縮小するために財政需要を削減又は増額（財政負担を軽減又は加

重）し、若しくは財政収入を増強又は削減する措置を講ずることを一般に財政調整と呼

んでおり、地方団体間の財政力格差を縮小するため、国から地方団体に財政資金を交付

する制度を地方財政調整制度と呼んでいる。                                 

――石原信雄「新地方財政調整制度論」 

 

○ 地方交付税は、本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡を調整し、

すべての地方団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として

国が代わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分する、いわば「国が地方に代

わって徴収する地方税」（固有財源）という性格をもっている。 

――総務省の説明から 

 

○ 都は、都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、並びに特別区の行政

の自主的かつ計画的な運営を確保するため、政令で定めるところにより、条例で、特別

区財政調整交付金を交付するものとする。 

――地方自治法第282条 
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都区制度の特例に応じた
算定は技術的に困難

２つの財源保障（財政調整）制度
地方交付税制度

国税（４税）の一定割合 ＋ 地方法人税

所得税･法人税
･消費税･酒税

Ａ県
Ｂ県

・・・

都・特別区

（不交付）

ａ市 b町

Ｃ 村

・・・

交付 46団体 不交付 1団体

交付 1,667団体 不交付 51団体

※交付団体数は令和３年度再算定後

都と特別区を合算で算定

都と各23区は財調制度で対応

都区財政調整制度

調整税等の一定割合
≪都区間配分≫

交付 22区 不交付 1区
D 区

≪区間配分≫

F 区 ・・・

基準的需要－基準的収入＝交付額 （※収入超過は不交付）

地方公共団体がひとしく
その行うべき事務を遂行

できるよう交付

特別区がひとしくその行うべ
き事務を遂行できるよう交付

 

 

４４.９％
（都留保分）

都区制度 ＝大都市制度

５５.１％
（財調交付金）※

都区財政調整制度＝都区間で協議

都区の共有財源 ＝調整税（都税として）等
固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税、他

大都市地域に複数の
基礎自治体が併存

府県事務 市町村事務
都が行う

大都市事務

東京都 ２３特別区

行政上の特例＝

消防・上下水道 等

「市」の事務の一部を都が分担
大都市地域の行政の一体性・統一性の確保
（大都市地域の一体性 ⇔ 身近な自治の確保）

事業所税、
都市計画税等

都区制度の概要

＋

府県財源 ＆
税制上の特例＝

区税等＋

○政令指定都市制度では対応できない大都市地域に適用
○大都市地域における身近な自治と行政の一体性を共に確保

・複数の基礎自治体と広域自治体の特別な役割分担で対応
・大都市制度としての特例（事務分担、税配分、財調制度）

○役割分担、財源配分は、法定の原則の下に、都区協議で調整

※ 地方交付税は都区合算で算定 ※ 財調交付金（特別区間財源調整） ＝ 基準財政需要額 － 基準財政収入額

※事務処理特例（府県事務の移譲）、都市計画交付金（都市計画事業に対する都から区への交付金）の表記は省略

平成１２年都区制度改革で法定

（都）税の賦課
徴収権
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Ⅱ 都区財政調整制度のあらまし 

 

１ 都区財政調整制度の意義 

○ 都区財政調整制度は、他の自治体には見られない、都と特別区の間の財政調整

の仕組み 

⇒ 高度に人口が集中する大都市地域における行政を、広域自治体である都と基

礎自治体である複数の特別区の特別な分担関係で処理する都区制度に対応し

た財政上の特別な制度 

① 通常基礎自治体が行っている事務のうち特別区の区域を通じて一体的に

処理する必要のある事務（上下水道、消防等）を都が処理する特例に対応し

て、それに見合う基礎自治体の財源を都にも配分することが必要 

② 個々の特別区の間には著しい税源の偏在があり、特別区の区域の行政が大

都市地域としての均衡を保つためには、特別区間の財源調整を行って、必要

な財源を担保することが必要 

③ このため、通常基礎自治体の財源とされる税の一部を都が都税として徴収

し、都区の協議により、都区間及び特別区間の財政調整を実施 

○ 平成12年に施行された都区制度改革(注１)によって、従来政令に委ねられていた

都区財政調整制度は、地方交付税と並ぶ法律上の財源保障制度として特別区の財

政自主権を支えるものに 

○ この制度は、地方交付税において都区が合算で算定されている代わりに、特別

区全体及び個々の特別区の財源保障を行う役割を果たしているもの 

 

（注１）都区制度改革 
平成12年4月、大都市地域における行政の一体性・統一性の確保に配慮しつつ、特別

区の自主性・自立性を強化した改革。その結果、都は広域自治体として、特別区は基
礎的自治体として法に明記され、都区間の役割分担及び財源配分の原則が定められた。 

－ 4 －
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２ 都区財政調整の目的 

都区財政調整の目的は、 

①都と特別区の間の財源の均衡化を図ること 

②特別区相互間の財源の均衡化を図ること 

③特別区の行政の自主的かつ計画的な運営を確保すること 

⇒ この趣旨に従って、都は条例で特別区財政調整交付金を交付 

（自治法第282条第１項） 

 

３ 特別区財政調整交付金の性格 

○ 都は、都が賦課徴収する市町村税のうち、固定資産税、市町村民税法人分、特

別土地保有税（この３税を「調整税」という）等の収入額の一定割合を、「特別

区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるように」交付 

（自治法第282条第2項） 

○ 都と区の事務配分に応じて、調整税等の収入額の一定割合を特別区の「固有財

源」として保障するもの 

※都区制度改革により、法に明記されたことでその性格が一層明確化 

○ 特別区財政調整交付金は、特別区の一般財源であり、その使途は各区の自主的

な判断に任されており、国や都がその使途を制限したり、条件をつけることはで

きない 
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４ 都区間の協議 

○ 都区財政調整は、都税として徴収される調整三税等を原資として、東京都の条

例に基づき、特別区への配分割合と算定方法が定められ、都の予算に計上されて、

特別区に交付 

○ 都が条例を定めるに当たっては、都区協議会(注２)という法定の協議組織の意見

を聞く必要があり、そのための事前協議の組織として、都区財政調整協議会を設

けて毎年度都区間で協議 

○ 都区協議会は、都知事をはじめとする都の理事者と、特別区の区長の代表者で

構成されており、また都区財政調整協議会は、都の行政部長をはじめとする理事

者と、特別区の副区長の代表者等で構成 

※都区財政調整協議会の下に、実務的な検討を行う幹事会を設置 

○ 東京都は、この協議での合意を受けて、条例改正、予算措置を行い、条例に基

づく一定の基準により特別区ごとの需要額と収入額を算定して、不足分を交付 

（注２）都区協議会 
地方自治法の規定に基づき、「都及び特別区の事務の処理について、都と特別区及び

特別区相互間の連絡調整を図るため」都と特別区が共同で設ける必置機関（自治法第
282条の２）。都知事が特別区財政調整交付金に関する条例を制定する場合は、あらか
じめ都区協議会の意見を聴かなければならないとされている。 

4月～8月1月～3月10月～12月7月～9月

８月

都区協議会

5月
23区数値確認

（都区合意）

普通交付金
当初算定額

決定

都区財政調整協議等の流れ

都区財政調整協議

決算分析

区側提案
取りまとめ
（検討・整理）

各ブロック
提案整理 3月 都議会

（財調条例改正）

2～3月特別交付金

（都区合意）

翌年度財調ﾌﾚｰﾑ
当年度再調整

（12月～1月）
◆ ◆

財調協議会
△ △ △ △

財調協議会幹事会

２月中頃

都区協議会
特別区

都側提案
取りまとめ

東京都

対応方針
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５ 交付金の総額 

○ 交付金の総額は、都が特別区の区域で賦課・徴収する市町村税のうち、調整三

税（固定資産税、市町村民税法人分及び特別土地保有税）の収入額と法人事業税

交付対象額（令和２年度～）及び固定資産税減収補填特別交付金（令和３～８年

度）の合算額に条例で定める一定割合（配分割合）を乗じた額 

 

※調整三税が都区財政調整の財源とされた理由 

   ・特別区相互間において特に税源の偏在が見られる税であること 

   ・都と特別区の財源調整を賄うに足りる規模を有すること 

   ・税の使途が制限されていないこと 

○ 現在の配分割合は５５.１％ 

⇒ 都区間の事務配分に応じて定められるべきものであり、税財政制度の改

正や都区の役割分担の変更等があった場合に変更 

○ 現在都が処理している事務のうち基礎自治体の財源で処理すべき範囲が明確

にされていないため、都区間の役割分担の明確化とそれに応じた財源配分の整理

は以前からの課題 

 

交付金の総額 ＝ ( 固定資産税 ＋ 市町村民税法人分 ＋ 特別土地保有税   

           ＋ 法人事業税交付対象額 ＋ 固定資産税減収補填特別交付金  

× 一定割合 (５５.１％) 

 

６ 交付金の種類 

○ 交付金は、普通交付金と特別交付金の２種類 

○ 普通交付金の総額は、交付金の総額に１００分の９５を、特別交付金の総額は、

交付金の総額に１００分の５を乗じて得た額に相当する額 

(１) 普通交付金 

基準財政需要額(注３)が、基準財政収入額(注４)を超える区に対し交付 

（財源超過の場合は不交付） 

(２) 特別交付金 

普通交付金の算定期日(注５)後に生じた災害等により特別の財政需要があるな

どの事情がある区に対して、当該区の申請に基づき年２回に分けて交付 

（注３）基準財政需要額 
各特別区が標準的水準で行政を行う場合に必要な経費のうち一般財源で賄うべき額

を一定の基準により算定したものをいう。 
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（注４）基準財政収入額 
各特別区の一般財源収入額を一定の基準で算定したものをいう。 

（注５）普通交付金の算定期日 
 毎年度４月１日現在により、算定する。 
 

７ 普通交付金の算定 

(１) 算定の考え方 

各特別区に交付される普通交付金の額は、交付金の総額の範囲内で、地方交付

税に概ね準じた方法で算定 

 

(２) 算定方法 

各区に交付されるべき普通交付金の額は、各区ごとに次の算式で算定された財

源不足額 

 

財源不足額 ＝ 基準財政需要額 － 基準財政収入額 

 

(３) 基準財政需要額の算定 

○ 基準財政需要額は、各特別区が標準的な行政を賄うのに必要な経費について、

国庫支出金等の特定財源を充てる分は除き、一般財源で対応すべき額を算出す

るもの 

○ 具体的には、特別区の平均的な規模である35万人規模の団体を想定し（これ

を「標準区」という）、そこでどのような経費が標準的に必要となるかを設定

し、これをもとに、人口規模等に応じて増減させることにより、各特別区の必

要額を積算 

⇒ 算定を合理的に行うとともに、各特別区の自主的な財政運営に支障が生じ

ないよう、できる限り自動的、客観的な方法で算定しようとするもの 

ア 経費の種類 

基準財政需要額は、経常的経費と投資的経費に分かれ、さらに民生費や土木

費等の各費目に区分 

経常的経費は、議会総務費、民生費、衛生費、清掃費、経済労働費、土木費、

教育費、その他諸費の８費目、投資的経費は、その他諸費を除く７費目 

イ 算定方法 

   具体的な算定は、費目ごとに次の式によって積算した額を合計 

 

単位費用 × 測定単位 × 補正係数 ＝ 基準財政需要額 

 

  ○ 測定単位は、それぞれの費目ごとに、最も相関すると考えられる指標（人

口や道路面積等） 
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○ それぞれの費目ごとに標準区で設定した必要経費（特定財源を控除した一

般財源所要額）を標準区の測定単位で割り返したもの（測定単位が人口であ

れば、一人当たりの必要経費）が単位費用 

○ 単位費用に各特別区の測定単位の数値を掛け合わせて、それぞれの特別区

の必要額を算出することになるが、実際の必要経費は、単純に測定単位の大

きさに正比例して増減するわけではないため、実際の姿とかけ離れた算定に

ならないよう、一定の補正を行うのが、補正係数 

基準財政需要額の算定方法

単位費用

×
測定単位

補正係数

×

・・・測定単位当たりの必要経費（一般財源）
（標準区経費÷経費種類ごとに設定の標準規模）

Ｅｘ．人口35万人、道路面積2,322,000㎡など

・・・経費種類ごとに需要額を的確・客観的に算定
するための指標 Ｅｘ．各区の人口、道路面積など

※要件：需要額との相関性が高い、客観的、信頼性

・・・測定単位に正比例しない行政需要等を反映
※種別補正、段階補正、密度補正、態容補正の4種

種 類 補正の必要性（例示）

種別補正 同じ道路面積でも、幅員によって単価が異なる

段階補正 人口規模によって、一人当たり経費が割安又は割高になる

密度補正 同じ人口規模でも、区によって対象者の出現率が異なる

態容補正 地域的条件の違い等によって、23区一律に算定できない

R4財調
ベースで

１３０種の補正
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(４) 基準財政収入額の算定 

○ 基準財政収入額は、基準財政需要額に充てられる各特別区の特別区税や地方

譲与税等の一般財源収入額を見込むもの 

○ 特別区全体の見込額をもとに、税目等ごとの過去３ヵ年の構成比等により各

特別区の額を算定 

○ 地方譲与税等及び地方消費税交付金のうち地方消費税率引上げに伴う増収

分以外は、見込額の８５％分を基準財政収入額として算定し、１５％分は、各

特別区が基準財政需要額に相当する経費以外の財源に使えるようあらかじめ

算定から除外（自主財源） 

  ※ 自主財源は、収入の算定から控除する１５％分と合わせて、別途１０％分を具体的な

事業を特定しない包括的な需要として基準財政需要額で算定（人口等を指標に算定）

することにより、２３区間の財源の均衡に配慮しながら特別区総体で地方交付税と同

じ２５％を確保（ただし、調整税分は除く） 

 

基準財政収入額 ＝  

( 標準的な地方税収入見込額 × ８５％ )＋ 地方譲与税等の見込額 
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Ⅲ 都区財政調整制度をめぐる主な経緯と課題 

１ 平成12年都区制度改革 

○平成 12 年都区制度改革の概要 

◇特別区を巨大都市東京の基礎的な地方公共団体として法定 
   ・都は広域の地方公共団体、特別区は基礎的な地方公共団体として性格付け 
   ・都の内部団体性を問われる特例措置を廃止（事務調整条例制定権の廃止等） 
   ・二層制による大都市制度としての都区制度と身近な自治の確立 

 ◇都区の役割分担原則の法定 
   ・特別区優先の原則の明確化 

・都が大都市地域の行政の一体性確保の観点から行う「市」の領域の事務を限定 

・清掃事業、都に留保されていた教育委員会の事務等都から区への大幅な事務

移管 

 ◇財政自主権の法的確立 
   ・可能な限りの税源移譲（入湯税等） 
   ・都区財政調整制度を法律上の財源保障制度として確立 
    （目的・調整財源・交付の基準等を法定化、総額補填・納付金制度廃止、

役割分担に応じた都区間財源配分原則の明確化等） 
   ・都の内部団体性を問われる制度を廃止（起債制度等） 

 ◇都区協議会の存置 
   ・都区間の独立対等性担保のもとでの法定の協議システムとして存置 
 
＜平成 12 年都区制度改革に関する自治法等改正案想定問答＞ 

問８８ 今回の改革後も都区財政調整制度を存置する理由如何。 

答１ 今回の都区制度改革により、原則的には、特別区が基礎的な地方公共団体と位置付けら

れる以上、都の内部団体的性格を表す規定は廃止し、一般の道府県及び市町村と同様の規

定を適用することとなるが、なお、大都市としての一体性・統一性を確保する必要がある

ことから、消防、上下水道等の事務が法令で都に留保される等の事務配分の特例や課税権

の特例（調整３税、都市計画税、事業所税等が都税）が存続することとなる。 

 ２ この場合、大都市としての一体性・均質性の確保の観点から都に留保される事務につい

ては本来的には市町村税をもって充てられるべき性格のものであるため、そのための都と

区間の財源配分を適切に行う必要がある。(都と特別区の財源配分機能） 

 ３ また、特別区の存する区域にあっては、特別区相互間に著しい税源の偏在がある中で大

都市の一体性及び統一性を確保するためその行政水準の均衡を図る必要がある（特別区の

財源保障機能。財源調整機能） 

 ４ これらの要請を満たすためには、今回の改革後においても、都の内部団体としての性格

を払拭する観点から見直しを行った上で、都区財政調整制度により都区間の事務処理の特

例等に応じた財源保障を講じることが適当と考えられる。 
－ 11 －
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２ 都区財政調整関係協議の経緯 

都区制度改革の変遷

地方自治法 改革のポイント 財調制度

昭２２施行
都区２層制（特別区は「基礎」）

⇒実態的権限なし
昭22～配布税制度
昭25～納付金制度

昭２７改正

（同年施行）

特別区は都の内部的団体に

⇒都が「基礎」、区長公選廃止、

事務の限定列挙、都が調整権

昭28～平衡交付金制度
（納付金制度併用）

昭３９改正

（昭４０施行）

特別区の権限を拡大

⇒福祉事務所等移管、課税権

（都が調整）、都区協議会設置

基本額方式確立

（調整税の一定割合）

昭４９改正

（昭５０施行）

特別区に「市」並みの自治権付与

⇒区長公選、人事権、事務配分

原則の転換（保健所等の移管）

制度改善

（趣旨明確化、自主財源
強化、原則単位費用化）

平１０改正

（平１２施行）

都区２層制の復活（法定）

⇒都区の役割分担、財源配分原則

明確化（清掃等の移管他）

財調制度の法定

（目的、財源、基本額方式、
配分基準）

大都市の一体性を確保しつつ
身近な自治を強化

 
 

３ 都区間財源配分 
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主要５課題協議を経て

都区のあり方検討へ

平成１２年改革で確認された原則
《都と特別区の役割分担の原則》

○特別区は身近な行政を都に優先して行う
○都の「市町村事務」は限定される

○法令に根拠のない事務の分担については、都区の協議
によって決まる

《都と特別区の財源配分の原則》
○特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができる

ように調整税の一定割合を配分する

○都に留保される事務の財源を都に留保する
○配分割合については、都と特別区の「市町村事務」の分担

割合に応じて、都区の協議に基づいて定める

都区の役割分担に
応じた財源配分が

未決着

都区の役割分担に
応じた財源配分が

未決着

積み残し
の課題

 

平成12年改革後の協議で目指したもの

○都が限定的に行う大都市事務の具体的な整理により、改正自

治法の原則に則った役割分担の明確化と役割分担に基づく安

定的な財源配分を確立する

≪特別区優先、都の事務の限定、役割に応じた財源配分≫

○住民に対する都区の行政責任の明確化

○基礎自治体である区の行財政基盤の強化と都が広域的課題

に専念できる体制の強化

○都区の真のパートナーシップ確立による住民福祉の向上と

大都市東京の発展

積み残しの課題

 

 

○平成12年度改革における法改正の趣旨に則った財源配分は未完 

・平成12年改革（平成10年自治法改正）により、都区の二層制と特別区優先の役

割分担・財源配分原則が確立 

・都区の見解の相違で改革時に解決できず、改革後の課題に残した財源問題の協

議でも、都が一体的に処理する「市町村事務」の範囲をめぐる都区の見解が大

幅にかい離 

・制度改革で目指した役割分担の明確化と住民に対する行政責任の明確化が達成

できないままの状態 
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○都区の役割分担に応じた配分割合の合意はかねてよりの懸案事項 

・都区の役割分担に基づく財源配分の整理は、昭和50年改革以来の懸案 

・平成10年自治法改正時に整理された考え方（注）に基づいて、都が、府県事務以

外の、一体的に処理する「市町村事務」の範囲を明示し、それをもとに都区の

協議により財源配分の整理を行うべきとするのが特別区の主張 

（注）平成10年自治法改正時に整理された考え方 

都が特別区の区域において一体的に処理する「市町村事務」は、特別区（基礎自治体）

優先の原則により限定され、法定の事務のほか、都区の協議で決められるべきものであり、

その事務の処理に必要な限りにおいて都が特別区の区域の「市町村財源」を留保するとい

う考え方 

（参考）平成11年当時の都の考え方（11.9.17第21回税財政検討会） 

「財調の仕組みは、改革後においても、区の側の需要と収入を計って必要額を都が交付す

るものであり、財調制度における都区間配分は、区の財源が足りていれば良く、残る財

源は都に留保されてしかるべきものである。都に留保されている大都市事務やその経費

を区側に示してその当否を特別区側と議論するようなことは、都として全く考えていな

い。都に留保された財源は都の一般財源であって、知事の予算編成権や都議会の議決権

の範囲を越えるものではなく、区のチェックを受ける考え方は持っていない。」 

・現在は、都区協議会の下に設置した「都区のあり方検討委員会」において、今

後の都区のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方、税財政制度な

どを根本的かつ発展的に検討する途上にあり、都区の「大都市事務」（特別区

の区域において市町村財源を充当して処理する事務）の役割分担を踏まえた財

源配分のあり方については、この検討を行う中で、その結論に従い整理を図る

扱い（ただし、検討は凍結状態） 

○平成12年改革後の財源配分問題の協議が難航し、事務配分をはじめ、都区のあり

方を再度根本的かつ発展的に検討した上での解決を目指すことに 

財源配分問題（主要5課題）協議の経過 

 

◇平成12年度の財源配分は、S51～H11の配分割合（44%）＋清掃移管等変動経費（8%）＝52％

で仮決着 

  ※＜44%＞の妥当性（都区の役割分担に見合っているか）の検証は未決着 

   ⇒「主要５課題」協議へ 

◇財源配分に係る５つの課題を都区で確認し、平成17年度までに協議することに 

＜主要５課題＞ 

①今回財源配分に反映させない清掃関連経費については、区の財源配分に反映させる課題

として整理し、都の実施経費を踏まえて平成１７年度までに協議する。 
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    ＊都に留保した清掃関連経費＝清掃工場建設の償還費等（745億円、配分割合５％相当） 

②今後の小中学校の改築需要急増への対応について、実施状況等を踏まえて協議する。 

     ＊H10財調協議：繰り延べ問題決着時の懸案 ＊H18以降20年間で2兆７千億円の規模 

③今回の配分割合は、清掃事業について一定期間特例的な対応を図ること等をふまえたも

のであり、都区双方の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、

今後協議する。 

  ＊「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」の懸案 ＊最大の課題 

      ＊改正自治法の規定に則った配分（都の「市」の事務は限定、その限りで財源を都に留保） 

④都市計画交付金について、都区双方の都市計画事業の実施状況に見合った配分が行われ

るよう検討する課題とする。 

＊「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」の懸案 

＊都市計画税１千９百億円の8％のみ（都区の実施状況では区が2割）（当時） 

⑤清掃事業の特例的な対応が終了する平成１７年度の時点で配分割合の見直しを行うこ

とは当然として、それまでの間、大きな制度改正やどうしても対応できない事態が発生

した場合には、配分割合の変更について協議を行う。 

       ＊結果として三位一体改革への対応  

◇三つの都区検討会での検討（H15.3～H17.7）の後、都区財政調整協議会の集中検討（H17.7

～H17.10）を経て、平成18年度都区財政調整協議へ 

◇都の事務のうち「市」の財源を充てるべき範囲をめぐって、都区の見解は大幅にかい離し、

他の課題も協議は難航 

都案：236事業、1兆2千億円 区案：33事業、6千8百億円（平成15年度決算） 

 ※都は、「都が行う大都市事務」の範囲を拡大解釈（政令指定都市の事務ほか） 

都が行う「大都市事務」の分析結果（H17.6.10現在）

項 目 事務数
一般財源所要額（単位：億円）

都 案 区 案 都案―区案

大都市事務（一部を含む）とするもの ２８ 5，741 5,109 632

法令留保事務 ４ 4，175 4，171 4

法令留保事務以外 ２４ 1，566 938 628

府県事務とするもの ２０４ 2，783 0 2，783

「政令指定都市」が行う事務等
（法令上の府県事務）

１１０ 995 0 995

その他 ９４ 1，788 0 1，788

総係的管理経費 ５ 3，440 1，918 1，522

財調基金充当分 ― 0 △224 224

合 計 ２３７ 11，964 6，803 5，161

大都市一般財源 10，699 10，246 452

所要額 － 大都市一般財源 1，265 △3，443 4，709

※「項目」と「事務数」は、区案で分類
※「一般財源所要額」は、都が行う「大都市事務」の経費

（注）大都市事務＝特別区の区域において市町村財源を充当する事務
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都の主張の要点   

自治法は、大都市事務の範囲や財源の使途を具体的に規定していない。特別区の区域の膨大

な行政需要や税収の大きさ等を考えると、都が行う大都市事務の範囲は、「一般的に市町村が

処理する事務」に限定されず、少なくとも政令指定都市の事務を含む。政令指定都市は、市の

財源で賄っている。 

区の主張の要点 

自治法は、都の事務を「府県事務」と「一般的に市町村が処理する事務のうち、都が一体的

に処理する必要がある事務」に区分して規定している。「一般的に市町村が処理する事務」の

一部を都が行うために市町村財源を留保するというのが法の趣旨であり、都が行う大都市事務

の範囲は限定される。政令指定都市の事務は、指定がない限り「府県事務」であり、府県財源

を充てるべきである。都の府県財源は、それを賄う規模を持っている。 

◇主要５課題協議の決着を目指し、都議会、区議会を巻き込みつつ、区長会正副会長と都副知

事の直接交渉等を重ねた結果、都区のあり方検討で仕切り直しをすることに 

・新たな検討組織を設け、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度等、今

後の都区のあり方について根本的、発展的に検討 

  ・その結論に従い、役割分担を踏まえた財源配分を整理 

  ・配分割合は、暫定的に決着 

（H19～ 三位一体改革の影響(2%)及び都補助振替(1%)を反映させ52%⇒55%に） 

（参考）H18.1.31 都区協議会でのとりまとめ 

１ 今後の都区のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度などを根本的

かつ発展的に検討することとし、協議が整い次第、このための検討組織を都区共同で設置する。 

  都区の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、この検討を行う中で、その結

論にしたがい整理を図る。 

２ 平成18年度都区財政調整協議において、清掃関連経費及び小中学校改築に係る課題を整理することと

し、都は財政調整交付金とは別に200億円（注：小中学校改築に係る過去（H12-17）の需要分）の特別交

付金を平成18年度に限り設ける。 

  特別区都市計画交付金については、対象事業に市街地再開発事業（再開発組合等への助成）を追加す

る。 

３ 「三位一体改革の影響」への対応として都から提案された調整率の2％アップ（19年度以降）について

は、影響の全体像を見極め、平成19年度財調協議において合意できるよう努力する。 

 

（参考）平成19年都区財政調整方針 H19.1.31 都区協議会 

１ 三位一体改革による特別区民税の減収及び国庫補助負担金削減の影響に係る都区財政調整上の対応に

ついては、配分率を２％アップすることとする。 

２ 都区のあり方検討が開始され、東京都から特別区への更なる事務移管等の方向が出されたことを踏ま

え、先行的に東京都の補助事業の一部を特別区の自主事業とし、配分率を１％アップすることにより、特

別区の自治の拡充に資する。 

※このほか、交付金総額に対する特別交付金の割合を2％から5％に変更 

－ 16 －



- 17 - 

 

都区財政調整「主要5課題」協議決着の構図

都市計画交付金

（実施状況に見合った
都市計画税の配分）

主要５課題

◎特別交付金２００億円

⇒H18年度限り
財調外で別途措置

◎交付対象事業の追加

市街地再開発事業
（再開発組合等への助成）

◎Ｈ１９年度協議結果
＜当面の配分割合＞

52％ ⇒ 55％
（ １％は都補助振替）

過去の清算分 【今後の課題】

◎新たな検討組織の設置

◇都区の事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、
税財政制度 などを根本的かつ発展的に検討

◇財源配分のあり方はその結論に従い整理

H１８年度財調協議での整理

※小中学校改築に係る過去
（Ｈ12－17）の需要分

◎H１９年度財調で継続協議

「合意できるよう努力する」ことを確認

○平成26年度に清掃工場
等整備に係る都債償還
が終了することを踏ま
えた、当該財源の取扱
い等

○小中学校改築等経費に
係る改築単価、改築規
模等の改善、改築ピー
ク期への対応 等

○都市計画事業の実績に
見合った交付金総額の
拡大、交付率弾力化等

大都市事務

（都区の役割分担を踏まえた
財源配分のあり方）

清掃関連経費

（財源配分に反映されて
いない経費の取扱い）

小中学校改築等経費

（今後の小中学校の
改築需要急増への対応）

※別途、２３区間の配分を区側が主体的に調整する仕組みを協議

◎ 都区のあり方
検討委員会設置
（H19.1～検討開始）

三位一体改革の影響

⇒配分割合変更による対応

平成１２年
改革の

積み残し

 

 

◇都区のあり方検討委員会・同幹事会が検討を開始（H19.1～）（現在協議は凍結状態） 

 

○配分割合の変更については、一定の変更事由がある場合に限定することで合意 

平成 12 年改革時に、「配分割合は中期的に安定的なものとし、大規模な税財政

制度の改正があった場合、都と特別区の事務配分または役割分担に大幅な変更が

あった場合、その他必要があると認められる場合に変更する」との合意（H12.3.28 
都区協議会「都区制度改革実施大綱」）を行い、以後、区側は、変更事由に該当

する状況の有無を確認しながら毎年の協議を実施 
・平成 12 年度 44→52％（清掃事業の移管ほか） 
・平成 19 年度 52→55％（三位一体改革の影響 2％、都補助事業の区自主事業化 1％） 

  ・令和 2 年度 55→55.1％ 
（区立児童相談所に係る特例的対応 ※令和 4 年度に改めて協議） 

（参考）令和2年度都区財政調整方針 R2.1.28 都区協議会 

都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みであり、都区間の配分割

合は、中期的には安定的なものを定める必要がある。 

しかしながら、配分割合に関しては、児童相談所の運営に関する都区の連携・協力を一層円滑に進めてい

く観点から、今回、特例的な対応として、特別区の配分割合を令和２年度から0.1％増やし、55.1％とする。 

今回の特例的な対応により変更した分も含め、令和４年度に、配分割合のあり方について、改めて協議す

ることとする。 
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４ 特別区間配分 

○特別区間の財政調整については、昭和 50 年制度改革時に、地方交付税の算定方

法に準じた客観的・自動的算定を旨とする単位費用方式を基本とした改正を行っ

て以降、毎年の協議の中で、時々の課題の整理と合わせて、基準財政需要額の算

定方法の改善合理化を進めてきている状況 

○都区間の財源配分を行った後の区側の財源の配分については、特別区間の自主的

な調整を基本に整理すべきとするのが特別区の主張であり、23 区間の意見調整

を行いながら都との協議に対応 

○都区財政調整の需要算定は、各特別区の個々の具体的な財政支出の実態をそのま

ま捕捉するものではなく、特別区の区域における合理的でかつ妥当な水準におけ

るいわば「あるべき需要」として算定される必要。しかし、特別区の実態からか

け離れた算定内容であって良いという趣旨ではなく、あくまでも特別区の現実的

な財政需要を合理的に捕捉する観点から組み立てられるべき。 

○財調においては、構造上、交付税の範囲を超える捕捉が必要。 

 ①基準税率８５％と７５％の差１０％は、交付税上は自主財源事業の範囲であるが、財調上

は需要額として算定する必要がある。 

 ②調整三税の一定割合分については、財調を通じて各区に配分するものであるので、交付税

上の２５％の自主財源分についても、財調上の需要額としてカウントする必要がある。 

 ③交付税算定上の財源超過額は、自主財源事業の範囲となるが、財調上は特別区の配分割合

分を２３区に配分するために、需要額としてカウントする必要がある。 

５ 特別区財政調整交付金の算定状況 
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６ 都区財政調整協議の実際 

○令和４年度都区財政調整に関する協議結果のポイント 

◇新型コロナウイルス感染症による内外経済への影響など、見通しが難しい状況

の中での協議 

基準財政収入額 1 兆 2,335 億円（前年度比   208 億円増   1.3%） 

基準財政需要額 2 兆 2,874 億円（前年度比 1,448 億円増  6.8%） 

交付金の総額  1 兆 1,093 億円（前年度比 1,306 億円増  13.3%） 

◇変更事由に該当する状況が無いため、配分割合の見直しは主張せず 

◇既算定経費の全般的な検証により、35 人学級への対応や耐震診断支援等事業

費など区側の自主的な調整結果を相当程度反映 

   （新規 10、算定充実 7、見直し 3、算定方法改善等 6、その他 3） 

◇特別交付金及び都市計画交付金のあり方については、協議不調 
 

○令和５年度都区財政調整の協議で区立児童相談所に係る配分割合を協議 

（令和 2年度の算定） 

配分割合 0.1%分 1,841 百万円 

  児童相談所関連需要算定額 4,863 百万円 

 

※児童相談所設置区と設置予定区（令和８年度予定まで） 

◇令和 2年度 世田谷区、江戸川区（4月）、荒川区（7月） 

◇令和 3年度 港区（4月） 

 ◇令和 4年度 中野区（4月）、板橋区（7月）、豊島区（2月） 

     ◇令和 5年度 葛飾区（10 月） 
◇令和 6年度 品川区（10 月） 
◇令和 7年度 文京区 
◇令和 8年度 北区、杉並区 
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７ 都区財政調整制度をめぐる議論 

（1）都区財政調整制度の課題 

○ 自治法の趣旨に則った役割分担に基づく財源配分の明確化 

⇒都区のあり方検討の結果で整理 

○ 合意事項である変更事由に基づく配分見直しルールの確立 

○ 都区双方の都市計画事業の実施状況に見合う都市計画交付金の拡充 

○ 特別交付金の割合の縮減と算定ルールの明確化 

○ 特別区の主体的な調整結果を反映した区間配分協議の実現 

○ 調整税の政策税制に係る協議ルールの確立 

○ 調整税について一般の市町村が採りうる減収対策に見合う対応策の整備等 

 

（2）特別区制度調査会での検討 

  ○調査会は、都区の協議に解決を委ねる現行制度の限界を乗り越える制度を提案 

 ⇒都は府県に純化、基礎自治体の領域は共同処理や財政調整を基礎自治 

体連合で行うことも含め全て特別区（東京○○市）が担う 

   ⇒「基礎自治体連合」は、基礎自治体間で協議し、住民投票により承認された

憲章の下、地域の実情に合わせた多様な自治の選択を可能にする制度 

 

（3）地方制度調査会での検討 

○第30次地方制度調査会は、特別区制度の他地域への適用についての留意点の

中で、税源配分及び財政調整について、道府県と特別区が分担する事務の規

模に応じて、税財源が適切に配分されることが必要との認識を示し、都区制

度の財源配分原則を改めて確認（特別区の財源を保障すれば足りるとする都

の主張と対照的） 
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要

》

○
都

区
間

、
特

別
区

間
の

財
源

調
整

の
仕

組
み

⇒
事

務
配

分
の

特
例

、
財

源
の

偏
在

等
に

対
応

○
特

別
区

の
財

源
保

障
制

度
⇒

標
準

的
な

行
政

水
準

を
保

つ
の

に
必

要
な

一
般

財
源

の
保

障

①
特

別
区

全
体

の
財

源
保

障
⇒

調
整

税
の

一
定

割
合

で
安

定
的

に
確

保

（
固

定
資

産
税

、
特

別
土

地
保

有
税

、
市

町
村

民
税

法
人

分
、

他
）

②
個

々
の

特
別

区
の

財
源

保
障

・
基

準
財

政
需

要
額

－
基

準
財

政
収

入
額

＝
財

源
不

足
額

⇒
普

通
交

付
金

・
災

害
等

年
度

途
中

の
特

別
な

需
要

⇒
特

別
交

付
金

○
都

区
協

議
会

で
の

協
議

法
令

で
原

則
、

手
続

を
定

め
、

配
分

割
合

等
の

運
用

は
、

都
区

の
協

議
に

委
ね

る

固
定

資
産

税
特

別
土

地
保

有
税

法
人

住
民

税
他

（
注

）

都
市

計
画

税
事

業
所

税
等

個
人

住
民

税
地

方
消

費
税

交
付

金
等

府
県

分
住

民
税

事
業

税
地

方
消

費
税

等

移
転

地
方

消
費

税
交

付
金

等

＜
都

区
の

役
割

分
担

の
原

則
＞

○ ○ ○

特
別

区
は

基
礎

的
な

地
方

公
共

団
体

と
し

て
身

近
な

行
政

を
都

に
優

先
し

て
行

う

都
が

一
体

的
に

処
理

す
る

「
市

町
村

事
務

」
は

、
限

定
さ

れ
る

法
令

に
根

拠
の

な
い

事
務

の
分

担
に

つ
い

て
は

、
都

区
の

協
議

に
よ

っ
て

決
め

る

＜
都

区
の

財
源

配
分

の
原

則
＞

特
別

区
が

ひ
と

し
く

そ
の

行
う
べ

き
事

務
を

遂
行

す
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う
に

調
整

税
の

一
定

割
合

を
配

分
す

る

都
に

留
保

さ
れ

る
事

務
の

財
源

を
都

に
留

保
す

る

配
分

割
合

に
つ

い
て

は
、

都
と

特
別

区
の

「
市

町
村

事
務

」
の

分
担

に
応

じ
て

、
都

区
の

協
議

に
基

づ
い

て
定

め

団
体

間
協

議
の

特
例

（
都

区
協

議
会

）

○
目

的
、

調
整

財
源

、
交

付
の

基
準

等
を

法
定

化
（
自

治
法

2
8
2条

）

（
目

的
）

①
都

と
特

別
区

の
間

の
財

源
の

均
衡

化
②

特
別

区
相

互
間

の
財

源
の

均
衡

化
③

特
別

区
の

行
政

の
自

主
的

か
つ

計
画

的
運

営
の

確
保

（
調

整
財

源
）

①
固

定
資

産
税

②
特

別
土

地
保

有
税

③
市

町
村

民
税

法
人

分
、

他
（
注

）

（
交

付
基

準
）

調
整

税
の

一
定

割
合

で
特

別
区

が
ひ

と
し

く
そ

の
行

な
う

べ
き

事
務

を
遂

行
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

交
付

○
総

額
補

て
ん

制
度

、
納

付
金

制
度

の
廃

止

○
都

区
間

配
分

の
明

確
化

（
役

割
分

担
に

応
じ

た
配

分
、
配

分
の

安
定

）

○
算

定
方

法
等

の
改

善

地
方

交
付

税
算

定
の

特
例

（
都

区
合

算
算

定
）

都
区

間
の

事
務

や
財

源
区

分
等

の
特

例
に

応
じ

た
個

別
算

定
は

技
術

的
に

困
難

⇒

都
の

府
県

事
務

の
財

源

※
都

の
財

源
超

過
額

1
1
8

(府
県

分
2
3

大
都

市
分

9
6
)

≪
実

質
都

分
6
9

区
分

4
9
≫

3
2
5 (3

7
)

2
1
6

1
4
3

3
7

3
5
9

1
8
3

8
2

1
0
1

2
8
8

1
1
9

4
0
7

2
4
4

※
数

字
は

、
令

和
２

年
度

決
算

（単
位

：百
億

円
）

表
示

単
位

未
満

四
捨

五
入

の
た

め
、

合
計

は
一

致
し

な
い

。

都
の

大
都

市
事

務
の

財
源

都
分

（
４

４
．

９
％

）

特
別

区
分

（
都

条
例

で
定

め
る

一
定

割
合

⇒
５

５
．

１
％

）

※
都

区
間

配
分

の
安

定
化

⇒
税

財
政

制
度

の
改

革
、

都
区

の
役

割
分

担
の

変
更

、
そ

の
他

客
観

的
事

由
が

あ
る

場
合

に
の

み
変

更

交
付

税
は

都
区

合
算

で
財

源
保

障
、

個
々

の
特

別
区

は
都

区
財

政
調

整
制

度
で

財
源

保
障

特
別

区
相

互
間

の
財

政
調

整
（
個

々
の

特
別

区
の

財
源

保
障

）

普
通

交
付

金
9
5
%

特
別

交
付

金
5
%

○ ○ ○
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